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識が普及しつつある．事実，欧米では「BMEintegrates 






Center および Division を組織横断的に構成した
Bioengineering Consortium（医用生体工学協会：
BECON)が設立された．その理由は，理工学手段を用
いて遺伝子から生体の機能に至る過程を構成的に理解
して医学に役立てたいとの考えである．BECONが設
立された根拠は，（i）分子生物学や遺伝子工学の知見の
機能的な意義を明らかにすることによって生体システ
ムを構成的に理解する，（i)基礎研究から実用研究ま
での移行をよ り効率的に行う ，（ii)境界領域の研究を
より効果的に融合させる，この 3つの必要性からであ
る．BECONの設立者は当時の NIHのディレクター
H. Varmus（発ガン癌遺伝子の研究で1989年ノーベル
生理学 ・医学賞）であるが，彼は医用工学は国民の健
康を増進するものとしたうえで，新しい医療機器や薬
剤の開発生体系に対する 洞察の手段の提供，遺伝子
情報の構成的な解析および脳やその他の生体機能の可
視化などに役立つ ことを強調し，医用工学に大きな期
待を抱いていると述べている．
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3.医学会総会での話題
ここで医用工学の最近の話題を1999年に開催された
医学会総会から紹介することにする．
桜井靖久氏（東京女子医科大学）は，医用工学を概
観し，それが医学における計測（検査），意志決定（診
断），制御（治療， リハビリ）に大きな寄与をなし，医
療技術における効果の向上と安全性の確保に貢献して
いると述べ， まさにハイテク技術がヒューマン医療を
つくったと言ってよい分野であるとした．その内容を
歴史的に見て，極微小生体工学，高機能センサー， ミ
クロ画像，機能遺伝工学，脳・神経工学などの先端分
野とともに，最近では医用材料，バイオ技術等の関与
もますます大きくなっているトレンドについて触れた．
また，医用工学の研究は医療福祉機器や情報をはじめ
として産業と密接につながり，国際競争力が問われる
場面が多くなりつつあることを紹介した．
また，バイオメカニクスについて，佐藤正明氏（東
北大学工学部）は，生体のマク ロからミクロに至る形
態と機能は，力学的物性に密接に関係していることを
主として血管内皮細胞を中心として解説した．内皮細
胞が血流による応力や歪みといった力学的負荷を感知
し，種々の遺伝子をはじめとする生物学的反応カスケ
ードを動かして，形態や機能を変化させることをミク
ロ画像技術を含む医用工学技術を駆使して解析した結
果について述べた．中林宣男氏（東京医科歯科大学）
は，新しい生体材料なくして人工臓器の発展は望めな
いことを，工学における新素材の活躍の様子より自明
であるとした．そして，生体の構造や機能を代替でき
る生体材料開発のためには，種々の蛋白機能を考慮し
た分子設計から始めることが必要であると強調した．
立石哲也氏（通産省エ技院）は，生体細胞を利用する
ハイブリッド人工臓器の現状と将来について，生体細
胞機能を量的・質的に良い状態に保っためには scafold
（足場）が重要であり ，かつ細胞内・細胞間シグナリ
ングをはじめとする細胞を 3次元的に培養する条件の
最適化が必要であることを述べた．辻隆之氏（東京大
学工学部）は高齢化問題と密接に関係する在宅医用福
祉機器の面から，失禁モニター，在宅健康モニター，
皮下埋め込み型インフューザ，抗血栓微小孔カテーテ
ルなど幅広い在宅医療について，「appropriatetechnol-
ogyの導入」が重要であることを強調した．渡辺敏氏
（北里大学）は， 1988年に「臨床工学技士法」が施行
されて以来，臨床の場で生命維持管理装置を扱うこと
になった臨床工学技士に対して，医用工学がその基礎
を支える学問として寄与すべきこと，特に安全性の推
進に考慮すべきことを述べた．
4.おわりに
医用工学は21世紀の健康を担う大きな柱である．欧
米においてもこの点をよく認識し，最近活発な研究・
教育が展開されている．このような世界的な動きに呼
応して， 日本でも組織的に産官学が協力して，強力か
つ柔軟な「医用工学ネットワーク」機構を構成し，臨
床・研究・教育を通して「健康増進」に大きく貢献す
る必要がある．
